
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ● 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 511,400 696,941 526,150 698,911

事業費

の内訳

令和3年度決算

個別健診・集団健診・電子化代行等：４２３，４１３千円、印刷物・郵送料・封入封緘等：３８，６０９千
円、未受診者勧奨：５４，７２５千円、システム保守等：５，６８４千円、広報（チラ
シ・業務委託）・その他消耗品：３，７１９千円

令和4年度予算

個別健診・集団健診・電子化代行等：５８４，１６６千円、印刷物・郵送料・封入封緘等：４０，８４９千
円、未受診者勧奨：５４，６１５千円、システム保守等：３，１６０千円、アンケート：４，８８９千円、広
報（チラシ・業務委託）・その他消耗品：１１，２３２千円

人工 0.0 0.0 0.0 0.0

人件費 0 0 0 0

事業費 511,400 696,941 526,150 698,911

うち特定財源 511,400 696,941 526,150 698,911

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

高齢者の医療の確保に関する法律第19条、第20条、第22条及び第23条

他都市の状況

法により義務付けられている事業であることから、全市町村で実施する。

実施結果

全国的に見ると受診率は低迷しており、さらなる受診率の向上に向けた取り組みが必要である。

事業実施における
工夫点

年度開始前の受診券発送、ＡＩを利用した勧奨通知の送付、付加健診実施による検査項目の拡充、住民集団健診
の夜間・土日実施等による受診機会の確保と、健診への理解を深めながら勧奨を行っている。

対象者 40歳～74歳の札幌市国保加入者 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

受診者に健診への理解を深めながら勧奨を行い、健診の受診率向上を図る。

長期

健診の普及と保健指導を推進することにより、健康の維持・増進と医療費の適正化を図ることを目的としている。

取組内容

生活習慣病の医療費が国民医療費の約３分の１を占めており、医療費の適正化（医療費の伸びの抑制）が急務と
なっている。
そのための手段として高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、平成２０年度から、各医療保険者に対して、
糖尿病等の生活習慣病予備群を発見することに重点を置く特定健診及び健康診査の結果により生活習慣病予備
群の減少を図ることを目的に実施する特定保健指導の実施が義務付けられた。本事業では、このうちの特定健康
診査の実施に当たっての事業経費を計上するものである。
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◎検証（振り返り）

■ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

○ A ● B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
受診率は、前年よりわずかに下がる見込みであるが、新型コロナウイルスによる健診中止等の影響が大き
いと考える。健診を再開していることや、健診の必要性を周知していくことが必要。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

受診率向上に向けた対策を今後も検討していく。

予算
健診制度や生活習慣病予防の普及啓発に努めるとともに、継続受診
に向けた取り組み・勧奨等を進めていく。
また、北海道と連携し、薬局を活用した受診勧奨に取り組む。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

ＡＩ及びナッジ理論を利用した文書勧奨により、受診率が向上した年もあった。しかし、その後は新型コロナウ
イルス感染症の影響により受診率は低迷しており、受診率を向上させることが課題である。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

札幌市医師会及び北海道結核予防会へ委託して実施している。対象者が約３０万人と多いため、
健診の実施場所や実施時間を広く設定し、受診者の利便性とともに受診機会を確保することや、
適切な実施体制・精度管理を維持するなど、健診の質の確保が必要である。上記から本市が直
接実施することは困難であり、特定健診を円滑かつ効果的に実施する観点から、適当と認められ
る者に実施を委託することが適切であると考える。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

受診できる期間が通年となるよう、年度開始前の受診券発送を行っている。また、希望者に健診
項目を追加する付加健診の実施や、利便性を高めるため住民集団健診の実施回数の増加等を
行っており、一定のニーズに応えていると考える。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

事業の実施により、被保険者の健康の保持増進と札幌市国民健康保険の中長期の医療費適正
化に寄与している。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

対象者・検査項目ともに、法に基づいた内容で行っている。さらに、札幌市独自の項目追加を行
い、健診の充実・受診率の向上を図っている。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

26.50%

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 特定健康診査実施率

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

19.00% 26.50% 18.7％（速報値）


